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1. はじめに

建築基準法（以下、「法」という。）に基づく位置指定道路とは「土地を建築物の
敷地として利用するため、道路法、都市計画法などによらないで築造する政令で定め
る基準に適合する道で、これを築造しようとする者が特定行政庁からその位置の指定
を受けたもの」です。（法第 42 条第１項第５号より抜粋）

位置指定道路に類似、関連した制度に「開発行為」と「立川市宅地開発等まちづく
り指導要綱」があります。位置指定道路手続きの開始前に、以下の窓口で開発行為の
要否、立川市宅地開発等まちづくり指導要綱に基づき指定を受ける場合の整備水準を
確認してください。

（ア） 開発行為の許可（都市計画法第 29 条）

【問合せ先】東京都多摩建築指導事務所開発指導第一課
住所 ：立川市錦町 4-6-3 立川合同庁舎２階
TEL ：042-548-2037

（イ） 立川市宅地開発等まちづくり指導要綱

【問合せ先】立川市まちづくり部都市計画課開発指導係
住所 ：立川市泉町 1156-9 立川市役所２階
TEL ：042-523-2111（内線 2371）

2. 位置指定道路の概要

位置指定道路の概要を以下の表に示します。（表１）

【参考】法第 43 条第１項（抜粋）

建築物の敷地は、道路に２ｍ以上接しなければならない。

根拠法文 法第 42 条第１項第５号

位置指定道路

土地を建築物の敷地として利用するため、道路法、都市計画法、土地
区画整理法、大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関す
る特別措置法又は密集市街地整備法によらないで築造する政令で定め
る基準に適合する道で、これを築造しようとする者が特定行政庁から
その位置の指定を受けたもの

道に関する基準
法施行令（以下、「令」という。）第 144 条の４「道に関する基準」
による。 ※隅切りの設置など

変更、廃止の制限 位置指定道路は法上の道路のため、変更、廃止に制限が生じます。

道路内の建築制限
建築物、工作物または敷地を造成するための擁壁を、道路内または道
路に突き出して建築、築造することは原則できません。

道路の維持管理
所有者または管理者（所有者が使用者などと協議して決めた者）が道
路の維持管理を行います。

（表１）位置指定道路の概要
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3. 申請手続きの流れ

円滑に手続きを進めるためには、申請に先立って事前相談が必要です。具体的な
手続きの流れは以下の通りです。（図１）

・確定測量の実施等
・申請図作成

開発行為等の確認

申請者建築指導課 その他

開発指導第一課(都)

都市計画課(市)

確認

回答

相談カードの作成

【添付資料】
・委任状
・案内図
・公図の写し
・登記事項証明書※
・現況図
・土地利用計画図
・その他必要な書類

提出
内容の確認

現場調査

検討・協議
方針決定の

連絡
申請準備

申請図書の完成
申請

申請受付・審査

決裁

約 10 営業日

着工指示
工事着手

・申請料 50,000 円
・正本１部、副本１部
・関係権利者への説明及び調整
・関係権利者の承諾を取得（署名、実印による捺印）

工事完了

・指摘事項の整理

検査依頼
完了検査

指定・告示

検査合格から
約 10営業日

通知書

発行
手続き完了

（図１） 手続きの流れ

※位置指定道路を入れる筆と、その筆に接
する筆の過去の権利関係の経緯が
分かるもの

たたき台の完成
提出

確認

指示
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4. 道路の基準

築造する位置指定道路は次の各基準に適合させてください。
ただし、平成 12 年度以前に築造されており、築造時から 20 年以上経過した道路状

空地で、一般交通の用に供されている道を道路位置指定を行う場合は、別の審査基準
が適用されます。（P11 7.既存の道路状空地を指定する際の審査基準参照）

（ア） 幅員

縁石の背後部分から道路の中心線に対して直角に測定し、全域で 4.0ｍ以上確保す
ること。（図２）ただし、既存の開発道路または位置指定道路に接続して位置の指定
を受ける場合、崖地、河川または既存の家屋が近接している場合を除き、原則として
結節点（交差点等）間で接続する道路幅員以上の幅員でなければ指定を受けられませ
ん。（図３－１、図３－２）
【参考】法第 42 条第１項（抜粋）

「道路」とは、次の各号のいずれかに該当する幅員４ｍ以上のものをいう。

（イ） 転回広場

1 設置基準
幅員 6.0ｍ未満で道路延長が 35ｍを超える場合、道路延長に応じ、35ｍ以内ご

とに転回広場が必要です。
なお、既存の幅員が 6.0ｍ未満の袋路状道路に接続して位置の指定を受けよう

とする場合は、既存の袋路状道路部分の延長も加算したうえで、転回広場の計画
が必要です。（図４）

【参考】令第 144 条の４第１項第１号ハ

法第 42 条第１項第 5号の規定により政令で定める基準は、次の各号に掲げるものとする。
１ 両端が他の道路に接続したものであること。ただし、次のイからホまでのいずれかに

該当する場合においては、袋路状道路とすることができる。
ハ 延長が35ｍを超える場合で、終端及び区間35ｍ以内ごとに国土交通大臣の定める基

準に適合する自動車の転回広場が設けられている場合

【参考】昭和 45 年 12 月 28 日建設省告示第 1837 号（抜粋）

（図３－２）やむを得ず先細りとする場合（図３－１）屈折して幅員を確保する場合

幅員（Ｗ） Ｗ＝4.0

縁
石

縁
石

（図２） 道路幅員
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１ 道の中心線からの水平距離が 2ｍをこえる区域内において小型四輪自動車のうち最大
なものが２台以上停車することができるものであること。

２ 小型四輪自動車のうち最大なものが転回できる形状のものであること。

2 形状
ト型（図５-１）またはＴ型（図５-２）としてください。

（ウ） 隅切り

1 設置基準
道路が同一平面で交差、接続または屈曲する箇所に設けてください。（図６）

【参考】令第 144 条の４第１項第２号

法第 42 条第１項第 5号の規定により政令で定める基準は、次の各号に掲げるものとする。
２ 道が同一平面で交差し、若しくは接続し、又は屈曲する箇所（交差、接続又は屈曲に

より生ずる内角が 120°以上の場合を除く。）は、角地の隅角を挟む辺の長さ２ｍの
二等辺三角形の部分を道に含む隅切りを設けたものであること。ただし、特定行政庁
が周囲の状況によりやむを得ないと認め、又はその必要がないと認めた場合において
はこの限りでない。

L

転回広場

位置指定道路（既存） 位置指定道路（新設）

凡例

（図６） 隅切りの設置部

（図５－２） Ｔ型転回広場（図５－１） ト型転回広場

（図４） 転回広場の設置

L 行き止まり延長

W 幅員
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2 形状
角地の隅角を挟む辺の長さを 2.0ｍ以上としてください。（図７ー１）
ただし、特定行政庁が周囲の状況によりやむを得ないと認めた次の場合はこ

の限りではありません。

a.物理的理由による片側隅切りで、底辺の長さが 4.0ｍ以上の二等辺三角形とす
る場合（図７－２）

b.歩道が2.0ｍ以上ある道路に接続する場合、東京都建築安全条例第28条第１項
に定める範囲まで隅切りを緩和する場合（図７－３）

【参考】指定道路取扱基準（東京都制定）第３章第１.１（３）

（３） 令第 144 条の４第１項第２号のやむを得ない場合とは、次のア又はイに該当するも
のをいい、剪除長が４ｍ以上の片側隅切りを設けるものとする。
ア 指定する道路が水路又は鉄道用地に沿接して他の道路と交差するとき
イ どちらか一方の隅切り部分の関係権利者の承諾が得られないとき

（図７－１） 隅切りの形状 （図７－２） 片側隅切りの形状

（図７－３） 幅員 2.0ｍ以上の歩道がある場合

2.0m

歩道
（幅員 2.0ｍ以上）
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（エ） 構造
次のいずれかに該当させてください。

1 砂利敷き
ぬかるみとならない砂利敷きとする場合、申請者はぬかるみとならない砂利

敷きの機能を有することを証明する資料を作成し、市と協議を行ってください。
協議のうえ、市が支障ないと認めた場合、砂利敷とすることができます。

2 その他ぬかるみとならない構造
令第 144 条の４第１項第３号で言う構造は、次の通りです。（図８）

【参考】令第 144 条の４第１項第３号

３ 砂利敷きその他ぬかるみとならない構造であること。

（オ） 勾配
縦断勾配を 12％以下かつ、階段状でないものとしてください。

【参考】令第 144 条の４第１項第４号（抜粋）

４ 縦断勾配が 12％以下であり、かつ、階段状でないものであること。

（カ） 排水施設
道路雨水排水処理施設（立川型街渠側溝（図９－１））、Ｌ型雨水浸透桝（図９

－２）及び下水道管理者（立川市下水道管理課）の同意を得た排水計画に基づいた流
末の放流または浸透施設を設置してください。
なお、令で定める「その他の施設」は、L型溝同等の機能を有しており、申請者が

作成する資料を基に、市と協議のうえ、市が支障が無いと認めたものをいいます。

上層路盤

表層

下層路盤
※

（図８） その他ぬかるみとならない構造

上層路盤

※ 通過交通のない道路の場合、下層路盤厚を 10cm にすることができます。
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【参考】令第 144 条の４第１項第５号（抜粋）

５ 道及びこれに接する敷地内の排水に必要な側溝、街渠その他の施設を設けたものであること。

（キ） 宅地内雨水浸透施設

設置については下水道管理者（立川市下水道管理課）と協議したうえで決定して
ください。

5. 承諾の範囲

以下の者から、道路の位置指定を受けることについて承諾を得てください。

（ア） 新たに位置指定を受ける場合
・道路の敷地となる土地に権利（所有権、対抗要件を備えた地上権または借地権
及びその他市長が必要と認めたもの）を有する者

・道路に沿接する土地、その土地にある建築物または工作物に関して権利（所有
権、対抗要件を備えた地上権または借地権及びその他市長が必要と認めたも
の）を有する者

・道路の敷地となる土地を令第 144 条の４第 1項及び第２項に規定する基準に適
合するよう、管理する者

・既存の位置指定道路などの私道に接続して指定を受ける場合、私道の接続部分
及び改変を伴う部分の土地所有者及び道路管理者※

※ 公道に接続する場合、公道の道路管理者への接続承諾手続きは特定行政庁が行いますが、申請者
が接続承諾手続きをすることもできます。

（図９－１） 立川型街渠側溝（一般部）

単粒度砕石４号

（図９－２） Ｌ型雨水浸透桝
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（イ） 位置指定の廃止の指定を受ける場合
・（ア）に掲げる者
・当該道路の廃止に伴い、道路敷に関係のある敷地における法及び建築基準関係
規定上の影響を受ける者（道路斜線、容積率など）

6. 申請書類

正本と副本を各１部を用意し、事前に建築指導課と調整を行ったうえで申請を行
ってください。

（ア） 提出書類一覧

1 正本に必要な書類
・道路位置指定申請書（立川市建築基準法施行細則第 20 号様式）
・委任状
・印鑑登録証明書（承諾を得た者全員分）
・土地・建物登記事項証明書（道路となる部分と、道路となる部分に沿接するも
のすべて。また、過去の権利関係等が分かるもの。）
・住民票（登記されている住所と現住所が異なる場合）
・公図
・最大雨水流出量を算出した資料
・公共施設等管理区分一覧表
・道路位置指定申請図の和紙原図（立川市建築基準法施行細則第 21 号様式）
・道路位置指定申請図の写し２部

※ 正本・副本ともに、申請図の原図及び写しはＡ１またはＡ２サイズで提出してください。
また、折り込んだサイズがＡ４サイズとなるように、Ａ１は 16 折り、Ａ２は 8折りにし
たうえで、綴じずに袋に入れて提出してください。

・公道に接続する場合、公有地の境界確定の証明（境界確定図の写し）
・その他必要な書類

2 副本に必要な書類
・道路位置指定申請書（立川市建築基準法施行細則第 20 号様式）
・委任状の写し
・印鑑登録証明書の写し
・土地・建物登記事項証明書の写し
・公図の写し
・最大雨水流出量を算出した資料
・公共施設等管理区分一覧表
・道路位置指定申請図の写し１部
・その他必要な書類

（イ） 道路位置指定申請書及び道路位置指定申請図の作成方法

次の各号に掲げる事項を明示すること

1 申請書（第 20 号様式）
a. 道路となる土地の地名、地番

・土地の一部が道路となる場合は「〇〇の一部」と記載してください。
・無地番の国有地を含む場合は「〇番地先」と記載してください。

b. 申請道路の幅員、延長
・幅員にばらつきがある場合は「〇〇～〇〇ｍ」と記載してください。
・申請道路の延長（Ｌa）は幅員のばらつきを考慮せず、全体の延長として
ください。
・申請道路の延長（Ｌa）は以下の計算式で算出してください。（図１０）
Ｌa=Ｌa1＋Ｌa2
※ 申請道路の延長（Ｌa）は位置の指定を受ける延長のことで、行き止ま

り延長（Ｌ）とは異なります。
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2 申請図（第 21 号様式）

a. 付近見取図
・ 1/3000 程度以上の縮尺
・方位
・申請する区域（赤枠で表示）
・道路となる土地の部分（指定の場合は「赤色」、廃止の場合は「青色」で
塗りつぶして表示）
・道路となる土地が接続する道路（「茶色」で塗りつぶして表示）
・目標となる付近の公共施設など（学校、公園、駅など）
・街区符号
・既存道路、交差点、線路などの位置及び名称

b. 地籍図
・次のいずれかの縮尺で作成
1/100、1/200、1/250、1/300、1/500、1/600
・方位（原則として付近見取図と向きを揃えること）
・道路となる土地、接続する道路及び接する土地の筆境（とげ付きの線
「 」で表示）
・道路となる土地の部分（太枠で囲み、かつ、指定の場合は「赤色」、廃止
の場合は「青色」で塗りつぶして表示）
・道路となる土地が接続する道路（「茶色」で塗りつぶして表示）
・申請する区域（「赤枠」で表示）
・各筆ごとの土地所有者、その他の権利者
・各建築物の配置と主要な出入口の位置（矢印）、階数、構造、用途、工作
物及び権利者

・道路幅員
・申請する道路の延長（中心線で計算）
・道路、隣地境界線の寸法
・申請する土地の内部、外部の高低差
・各境界点の明示方法（杭など）
・既存の道路の法上の種別、幅員、認定番号または指定番号、指定年月日
・排水施設の位置（桝、人孔、排水管）、径及び延長
・雨水の流水方向を示す矢印及び縦断勾配
・都市計画施設の概略線

凡例

（図１０） 申請道路の延長と転回広場面積に算入する部分

転回広場面積に算入

する部分
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【申請する区域内に敷地がある場合】
・敷地面積
・敷地が路地状敷地の場合、路地状部分の長さと有効幅員
・建築を予定している建築物の配置、用途及び出入口の位置

c. 道路構造図
・ 1/50 程度の縮尺
・横断方向の断面図
・舗装構造及び側溝
・勾配

d. その他の構造図
・ 1/10 から 1/50 程度の縮尺
・境界標、雨水浸透桝、汚水桝、人孔など指定に伴い設置する施設の詳細図

e. 公図の写し
・申請日から３か月前以内に発行されたもの
・転写年月日、転写場所、転写者名を明示
・申請する道路の部分を「赤枠」で明示

f. 承諾欄（承諾が必要な範囲は、「5.承諾の範囲」を参照※１）
・各土地及び建築物の権利者※２の氏名、住所及び承諾日
・申請する道路部分の道路管理者の氏名、住所及び承諾日
・道路の指定を廃止する場合、抵当権者の氏名、住所及び承諾日
・上記の権利者及び管理者の承諾印（実印）を捺印
・申請者氏名、住所及び承諾日（各権利者及び管理者の承諾が得られた日）
・親権者、法定代理人、公有地管理者がある場合は、資格名、氏名を氏名欄
に記載

※１ 5.（イ）「当該道路の廃止に伴い、道路敷に関係のある敷地における法及び建築基準関
係規定上の影響を受ける者」は申請図内の承諾欄に記載不要（6.（ウ）⑦参照）

※２ 所有権、借地権、抵当権及び地役権などを有する者

g. 備考欄
・区域面積、道路面積、宅地面積

（ウ） 添付資料

次の各号に掲げる事項に従い、添付すること。

1 印鑑登録証明書
・承諾を得た権利者全員分
・申請日から３か月前以内に発行されたもの

2 土地・建物登記事項証明書
・道路となる土地、道路に沿接する土地の全筆分
・過去の権利関係などが分かるもの
・申請日から３か月前以内に発行されたもの
・相続人が未登記で相続関係を明らかにする必要がある場合、戸籍謄本、家系図
及び遺産分割協議書など

3 住民票
・登記事項証明書等と印鑑登録証明書の住所が異なる場合、同一人物であるこ
とを証明できるもの

4 最大雨水流出量を算出した資料
・立川市宅地開発等まちづくり指導要綱技術基準 第５ 下水道施設技術基準に基
づいて計算した最大雨水流出量と計算過程

5 求積図・求積表
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・道路となる部分と申請する敷地の面積が分かるもの

6 公共施設等管理区分一覧表
・施設の種類ごとに管理者、帰属区分等を示した表（表２）

7 その他必要な書類
・公道に接続する場合 … 公道幅員証明
・道路を廃止する場合 … 理由書及び経緯書

道路の廃止（変更）承諾書※
・土地区画整理事業区域内の場合 … 土地区画整理法第 76 条第１項の許可書
・風致地区区域内の場合 … 風致地区条例に基づく許可書
・都市計画事業区域内の場合 … 都市計画事業施行者への照会と回答書
・登記のない建築物がある場合 … 課税証明書、家屋所在証明書など、権利

者を確認できる資料
・その他市長が求めた書類

※ 建築基準法第 42 条第２項道路運用指針第３号様式を準用する。

7. 既存の道路状空地を指定する際の審査基準

すでに道路状に整備されているが位置の指定がされておらず、また、「４.道路
の基準」で定める基準に適合していない土地で、次に掲げる基準に適合している
場合、位置の指定を受けることができる。

（ア） 対象となる道路状空地

1 存置期間
・平成 12 年度以前に築造されていること
・築造時から 20 年以上の期間が経過している道路状空地で、一般交通の用に供
していること

2 現況の形態
a.指定を受ける道の状態
・複数の建築物を建築することを目的に、道路状に築造されていること
・平成30年６月27日の法改正以前の法第43条ただし書きの適用を受けた経
緯があること

・原則として法第 42 条に該当する道路のいずれかに通り抜けができること
・袋路状道路となる場合、「4.道路の基準」に適合する転回広場があること

b.道の幅員
・ 4.0ｍ以上
・道路境界線となる縁石、街きょ（L型側溝程度）が整備されており、幅員
及び道路の位置が確認できること

施 設 名
概 要

管理者
帰 属 区 分

摘 要
幅員・寸法 延 長 面積・数量 用 地 工 作 物

新設道路 5.0ｍ 20ｍ 100.00 ㎡ 申請者 申請者 申請者

街きょ 103.5 型 50ｍ 立川市 立川市 立川市 桝含む

舗装止め 150×120 8ｍ 2 か所 立川市 立川市 立川市

境石 150×120 6ｍ 1 か所 立川市 立川市 立川市

管きょ（合流） HPΦ250 40ｍ 立川市 立川市 立川市

管きょ（汚水） HPΦ300 30ｍ 立川市 立川市 立川市

掘削など管理に必要な行為を行う際は、土地を無償で使用させることについて承諾する
この表の内容は、土地の所有権を他の者に移転する際、継承する

（表２） 公共施設等管理区分一覧表（記載例）
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c.隅切り
・二等辺三角形の底辺が 2.0ｍ以上の隅切りがあること
・隅切り状に空間は確保されているが、整備がされていない場合、道路状
（ぬかるみとならない構造）とすること

d.排水施設
・道部分の雨水排水施設が整備されていること
・雨水排水施設を新設する場合、排水計画について下水道管理者の同意を得
ること

e.道の構造
・現状でぬかるみとなっていない、またはぬかるみとならない構造となって
いる道

・縁石、街きょ（Ｌ型側溝程度）等で整備し、道の区域を明確にすること

（イ） 立川市既存道路状空地道路判定会
既存の道路状空地が（ア）の基準の各号に該当している場合、立川市既存道路状
空地道路判定会で審査を行い、本基準の適用の可否を判定します。


